
 
 

・戦略性、機動性、透明性、効率性の確保。 
- 外務省を調整の中核とし、関係府省の連携を強
化など政策立案・実施体制の明確化 

- 被援助国にとって真に必要な援助を見極めた
国別援助計画に則った援助。さらに被援助国と

の政策協議の強化 
- 限られた資金の効果的な活用のため他の援助
国・国際機関との連携強化 

- ＮＧＯ、大学、地方公共団体、経済界等による
国民参加型援助の推進 

- より適正かつ効果的な実施のため評価・監査の
強化 

- 社会的配慮（ジェンダー等）、国内地域格差、
貿易・投資との関係等への配慮 

- 広報、情報公開、開発教育の充実    等 

政府開発援助大綱の見直しについて 

１．基本理念 
・人道的見地、国際社会の相互依存関係、 
 環境の保全、平和国家としての使命 
・自助努力を基本とした、健全な経済発展の実現 
 
２．原則 
相手国の要請、経済社会状況、二国間関係等を

総合的に判断の上、実施。 
(1)環境と開発の両立。 
(2)軍事的用途等への使用回避。 
(3)途上国の軍事支出、大量破壊兵器の開発・製造
等の動向に十分注意。 

(4)途上国における民主化の促進等に十分注意。 
 

４．効果的実施のための方策 

 -各援助形態の連携、女性・社会的弱者等への
配慮等１５項目。 

５．内外の理解と支持を得る方策 

 -情報公開、広報、開発教育 

６．実施体制等 

  -効果的・効率的な実施体制の確保等 

現行の政府開発援助大綱 

・ 政策協議の強化等を通じ、相手国の総合的な援助

需要に応えるべく「要請主義」のあり方を検討。

・ 現行原則の役割と機能を踏まえつつ、原則のあり

方を検討。 

・ 人道的見地等の「普遍的価値」とともに我が国

にとっての安全と繁栄等を加えてＯＤＡの基本

理念を明確化。 
 

・ アジア地域は引き続き重点地域。 

・ その際、アジア地域内の発展状況、援助需要の

変化及び経済連携強化等を考慮。 

現行の重点分野及び国際的開発課題の変化も考慮

しつつ、次の諸点も踏まえて適切な規定を置く。 

・ 平和構築分野（平和の定着及び国造り）におけ

るＯＤＡの積極的な活用 

・ 「人間の安全保障」の重視 

・ 国連ミレニアム開発目標（貧困削減等）に対す

る取組み               等 

３．重点事項 
・アジア（特に、「東アジア地域、ＡＳＥＡ

Ｎ」）に重点。 
・他地域にも国力に相応しい協力。 

・ 地球的規模問題への取組み 
・ 基礎生活分野（ＢＨＮ） 
・ 人造り及び研究技術協力 
・インフラストラクチャー整備 等 
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